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１．賃上げ

①賃上げの環境整備

・価格転嫁対策

・生産性向上

・賃上げ促進税制

２．よろず支援拠点
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賃上げの現状

※１：調査対象は、連合加盟企業の組合。中小組合は、組合員数300人未満の組合。
※２：賞与等を含まない月例賃金ベース。平均賃金方式（集計組合員数による加重平均）の集計。
（出典）日本労働組合総連合会「春季生活闘争回答集計結果について」

⚫ 2024年の春期労使交渉の賃上げ率（最終集計結果）は5.10％と、1991年以来33年ぶりの高い伸び。中小組合は

4.45%。
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中小企業の賃上げ原資の確保に向けた「稼ぐ力」の強化

⚫ 中小企業の労働分配率は大企業に比べて非常に高く、既に80％超えており、労働生産性も低迷。

⚫ 中小企業の賃上げの原資を確保するには、国内外の需要開拓や新分野展開のための成長投資、省力化やデジタル化など

生産性向上のための投資を通じて、「稼ぐ力」を伸ばすことが必要。

労働分配率の推移（企業規模別） 従業員一人当たり付加価値額(労働生産性)の推移

■小規模企業 ■中規模企業 ■大企業

資料：財務省「法人企業統計調査年報」
（注）
１．ここでいう大企業とは資本金10億円以上、中規模企業とは資本金１千万円以上１億円未満、小規模企業とは資本金
１千万円未満とする。
２．ここでいう労働分配率とは付加価値額に占める人件費とする。
３．付加価値額＝営業純益（営業利益ー支払利息等）＋人件費（役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利
厚生費）＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課。
４．金融業、保険業は含まれていない。

■中小企業製造業 ■中小企業非製造業 ■大企業製造業 ■大企業非製造業

資料：財務省「法人企業統計調査年報」
（注）
１．ここでいう大企業とは資本金10億円以上、中小企業とは資本金１億円未満の企業とする。
２．平成18年度調査以前は付加価値額＝営業純益（営業利益ー支払利息等）＋役員給与＋従業員給与＋福利厚生
費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課とし、平成19年度調査以降はこれに役員賞与、及び従業員賞与
を加えたものとする。



➢ 中小企業・小規模事業者の持続的な賃上げには、下請法の改正・執行など適切な価格転嫁など制度
面での対策に加え、生産性の向上や成長・拡大などにより、金利上昇、中小企業の「稼ぐ力」を抜
本的に強化。

➢ このため、今般の補正予算においては、（１）地域の賃金水準への波及力がある「売上高100億企
業」を恒常的に創出する新たな支援制度を創設するなど、成長・拡大を目指す企業をシームレスに
支援するとともに、（２）地域を支える中小企業・小規模事業者の生産性向上や省力化投資等を加
速化させるための支援を、昨年を上回る規模で実施。

持続的な賃上げの実現に向けた中小企業の「稼ぐ力」の強化

「売上高100億企業」な
ど、成長・拡大を目指す
企業をシームレスに支援

生産性向上や省力化投資
等の加速化を支援

⚫ 中小企業成長加速化補助金（仮称）の新設
（売上高100億企業の創出等を強力に後押し）

⚫ 中堅・中小大規模成長投資補助金の拡充

⚫ 生産性向上のための支援制度の拡充
（ものづくり補助金、ＩＴ導入補助金、事業承継・Ｍ＆Ａ補助金等）

⚫ 中小企業省力化投資補助金（カタログ補助金）の継続

⚫ 商工団体等による支援、資金繰り支援、災害復旧支援等

地域の賃金
水準の引上げ

【拡充】

価格転嫁対策の更なる
徹底

⚫ 下請法の改正の検討、執行強化
⚫ 「９月価格交渉促進月間」における転嫁状況の調査等
⚫ 業界やサプライチェーン全体での「取引適正化」

地域の賃金
水準の底上げ

【制度】

地域の賃金
水準の底上げ

【新規等】
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• 原材料価格やエネルギーコスト、労務費等のコストが上昇する中、コスト増を下請中小企業だけでなくサプライチェー
ン全体で負担し、中小企業においても賃上げできる環境を整備するためにも、適切な価格転嫁をはじめ取引適正化の実
現が不可欠。

• このため、中小企業庁として、厳正な法執行や実態把握、業界への働きかけなど施策ツールの拡充を図りつつ、公正取
引委員会を始めとする関係省庁と連携の上、取引適正化を強力に進めていく。

6

取引適正化に向けた施策ツール

①下請代金法(規制法。下請代金の減額、支払遅延等を禁止。立入検査、改善指導、公取委への措置請求等を実施。)

②下請振興法(望ましい取引のあり方（振興基準）を策定・公表し、親事業者等に指導・助言等を実施。)

③特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律(フリーランスに業務委託する事業者に対する規制法。取引関係のほか、労働環境整備についても。

2024年11月1日施行。)

１）法律の厳正な執行

２）実態把握・相談対応

①下請Gメン（R5:300名→R6:330名）によるヒアリング（年間約13,000件）

②知財Gメンによるヒアリング

③全国47都道府県の下請かけこみ寺による相談対応（年間約12,000件）

①業種別ガイドライン（20業種）自主行動計画（29業種・79団体）

②価格交渉促進月間(9月､3月）

③取引先との共存共栄を発注側企業の経営者が宣言するパートナーシップ構築宣言(57,000社超)

３）業界への働きかけ



「価格交渉促進月間」における取組

業所管省庁

下請事業者

親事業者

中小企業庁

経営陣

調達部門

②フォローアップ調査
親事業者による対応や回答について
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③企業リストの公表
④指導・助言の実施

⑤改善の指示 ①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年９月、３月）

※回答が親事業者に
知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

⚫ 中小企業の賃上げ実現の鍵となる価格交渉、価格転嫁を経済界全体で促すため、毎年３月と９月を「価格交渉促進月間」と設
定し、経済界に周知・依頼（①）。

⇒ 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中小企業に対して「①アンケー
ト調査（30万社）、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施し、結果を取りまとめ。

⇒ 業界ごとの取組状況や、社名公表等により経営陣にも関与させ、取引方針の改善に繋げてきた。

⚫ 2021年９月に開始。 昨年９月には、７回目の「価格交渉促進月間」を実施。
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2024年９月 価格交渉促進月間フォローアップ調査の概要

• 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、多くの中小企業が価格交渉・価格転嫁できる環境整備のため、2021年９月
より毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」と設定。2024年９月で７回目。

• 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁の実施状況について、中小企業に対して「①アンケート調査、②下
請Ｇメンによるヒアリング」を実施。必要に応じて大臣名での指導・助言等に繋げていく。

①アンケート調査

○調査の内容
中小企業等に、2024年４月～2024年９月末までの期間における、発注企業（最大3社分）との間の価格交渉・転嫁の状況を問うアンケート票を送付。
調査票の配布先の業種は、経済センサスの産業別法人企業数の割合（BtoC取引が中心の業種を除く）を参考にして抽出。

○配布先の企業数 30万社

○調査期間 2024年９月25日～11月11日

○回答企業数 51,282社（回答から抽出される発注企業数は延べ54,430社）

※回答企業のうち、取引先がグループ企業のみなどの理由により、回答対象外の企業は14,166社

※参考：2024年３月調査：46,461社（延べ67,390社）

2023年９月調査：36,102社（延べ44,059社）

○回収率 17.1％（※回答企業数／配布先の企業数）

※参考：2024年３月調査：15.5％、2023年９月調査：12.0％

②下請Gメンによるヒアリング調査

○調査の内容
発注企業との間における価格交渉の内容や転嫁状況等について、全国の中小企業から広くヒアリングを実施。

○調査期間 2024年10月21日～12月中旬（予定）

○ヒアリング件数 約2,000社（予定） 8



⚫ 「発注側企業から申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合（①）は、前回から約２ポイント増の28.3％。

⚫ 「価格交渉が行われた」割合（①②）も前回から約１ポイント増の86.4％。

⚫ 「価格交渉が行われなかった」割合（③④⑤）は減少（前回14.8％→13.6％）。

➢ 発注企業からの申し入れは浸透しつつあるものの、引き続き、受注企業の意に反して交渉が行われなかった者が
約1.5割。引き続き、労務費指針の徹底等による価格交渉・転嫁への機運醸成が重要。

9

価格交渉の状況 ※ 「価格交渉は不要」との回答を除いた場合の回答分布

①26.3%

②58.9%

③0.5%

④11.2%

⑤3.1%

①28.3%

②58.1%

③0.4%
④10.2%

⑤3.0%

n=34,586n=47,005

３月 ９月
①

発注企業から、交渉の申し入れがあり、
価格交渉が行われた。

②
受注企業から、発注企業に交渉を申し出、
価格交渉が行われた。

③
コストが上昇し、発注企業から申し入れがあっ
たが、発注減少や取引停止を恐れ、
発注企業からの申し入れを辞退した。

④
コストが上昇したが、発注企業から申し入れが
なく、発注減少や取引停止を恐れ、
交渉を申し出なかった。

⑤
コストが上昇し、発注企業から申し入れがなく、
受注企業から交渉を申し出たが、
応じてもらえなかった。価格交渉が

行われた
86.4％

発注企業からの
申し入れにより、
交渉が行われた

85.2％

価格交渉が
行われなかった

13.6％14.8％

直近６か月間における価格交渉の状況
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価格転嫁の状況【コスト全般】

①22.6%

②17.6%

③10.2%

④26.8%

⑤21.4%

⑥1.3%

①25.5%

②18.7%

③10.4%

④25.4%

⑤18.8%

⑥1.2%

３月 ９月

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤０割

⑥マイナス

n=38,575n=58,682

※「価格転嫁は不要」との回答を除いた場合の回答分布

⚫ コスト全体の価格転嫁率は49.7％、昨年３月より約３ポイント増加（前回46.1%→49.7％）。

⚫ 「全額転嫁できた」割合（①）は、前回から約３ポイント増の25.5％。

⚫ 「一部でも転嫁できた」割合（①②③④）も前回から約３ポイント増の79.9％。

⚫ 「転嫁できなかった」「マイナスとなった」割合（⑤⑥）は減少（22.8％→20.1％）。

⚫ 価格転嫁の状況は改善してはいるが、転嫁できない企業との二極化がみられ、転嫁対策の徹底が重要。

直近６か月間における価格転嫁の状況

全額転嫁ができた

一部でも価格転嫁できた
79.9％77.2％

全く転嫁できず
20.1％22.8％

転嫁率【コスト全般】

：46.1％

転嫁率【コスト全般】

：49.7％



（参考）サプライチェーンの各段階（※）における価格転嫁の状況

• 価格転嫁率は、１次請けの企業は５割超（51.8％）に対し、４次請け以上の企業は35％程度

• 特に、４次請け以上の階層においては、全額転嫁できた企業の割合は１割程度にとどまり、全く転嫁できなかった又は減額された
企業は、４割近く（36.0％）に上る。

• 受注側企業の取引段階が深くなるにつれて、価格転嫁割合が低くなる傾向。

⇒ より深い段階への価格転嫁の浸透が課題。

受注側企業の取引段階と価格転嫁率

n=33,377

27.3%

21.6%

15.9%

12.1%

19.3%

18.3%

16.6%

17.9%

10.0%

10.9%

12.5%

11.8%

25.2%

26.8%

26.8%

22.3%

17.0%

21.3%

27.0%

35.2%

1.2%

1.2%

1.3%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１次請け

２次請け

３次請け

４次請け以上

10割 ９～７割 ６～４割 ３～１割 ０割 マイナス

51.8％

転嫁率

46.1％

39.7％

35.7％
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※各取引段階：受注側中小企業に対する、「自社が、最終製品・サービスを提供する企業から数え、どの取引段階に位置
しているか」との質問への回答を集計したもの。



価格交渉・価格転嫁の好事例

➢ 原材料費・エネルギーコスト・人件費等が高騰している状況を踏まえ、発注企業から、価格交渉を申し出てほしい旨の連絡を受
け、記入例も提示してもらえた。（金属ほか）

➢ パートナーシップ構築宣言を行っている取引先から、労務費指針に沿って価格交渉に応じる旨の通知を受けて価
格交渉を行った。（機械製造ほか）

➢ 取引先から価格交渉に当たって、原材料やエネルギー、労務費のコスト上昇分についての取引価格への反映に係
る計算書の提案があって、十分な協議により価格転嫁もできている。（自動車）

➢ 取引先の最上位企業の方針を受けて、毎年2回の価格交渉に応じてもらっており、価格転嫁も納得のいく金額で
あり良好な関係にある。（産業機械）

➢ 年４回の価格協議が定例化され、交渉の１ヶ月まえに提出した見積もりにより円滑な協議と価格改定が行われて
いる。（食品製造）

12

➢ 綿密な原価計算を行い交渉を行うことで取引先から厚い信頼を受けており、価格転嫁にも概ね応じてもらってい
る。（建設業）

➢ 取引価格に関する原材料価格やエネルギー価格等のコスト変動についての算定方式の合意を取り付け、四半期ご
とに取引価格を改定している。（機械製造）

➢ 収益が悪化しているが、多数の商品と取引先があり対応に苦慮、よろず支援拠点の指導を受けて、原価管理のも
とで収益に大きな影響のある重点の商品・取引先から順次価格交渉を進めている。（食品）

➢ 契約時から労務費を含むコスト上昇分をについて協議により価格改定しているほか、福利厚生費についても価格
に織り込んでもらった。（建設業）

➢ 原材料価格の上昇により自社の強みとする食料品の収益が悪化したため、よろず支援拠点に相談し、一部機械設
備の導入を図るとともに不足分は値上げを行ったところ、周辺の店舗も値上げに追随した。（飲食店）

発
注
側

受
注
側



中小企業等協同組合法に基づき、事業協同組合等は、組合員と取引関係にある事業者等と、取引価格や納入
条件等の取引条件に関する団体協約を締結することが可能であり、一定の要件を満たせば、独占禁止法の適用
除外となる。

また、団体協約の効果は構成員たる組合員に対して直接及び、組合員と団体協約を締結した事業者との契約の
うち、団体協約に定める基準に違反して契約した部分については、その基準に従って契約したものとみなされる。

団体協約について

団体協約の締結例

協同組合

事業者a

事業者b

事業者c

組合員A 組合員B 組合員C

団体協約
（交渉は協同組合が実施）

取引条件①

取引条件②

取引条件③

（●●円/1kg）

（一個当たり〇円）

（△△円/一箱）

団体協約制度の概要

事業者a～cと個別に契約する場合、
それぞれの取引条件①～③が適用
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団体協約に関するパンフレット

出典：全国中小企業団体中央会HP https://www.chuokai.or.jp/images/2023/07/230720 dantaikyoyaku.pdf

昨年７月に全国中小企業団体中央会において、団体協約の概要や相談窓口の一覧等をまとめたパンフレット
を作成。組合や商工関連団体等への普及啓発を進めている。

14
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「パートナーシップ構築宣言」について
⚫ パートナーシップ構築宣言は、「発注者」の立場から、「代表者の名前」で、サプライチェーン全体の付加価値向上や望

ましい取引慣行の遵守等について自主的に宣言・公表することで、取引適正化に関する社内への意識徹底、取引先からの
取組の見える化等を図り、サプライチェーン全体の共存共栄を図る取組。
※日本商工会議所・三村元会頭のイニシアティブの下、「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議（PS会議）」
（2020年5月）において、導入を決定。
※宣言の公表は賃上げ促進税制（大企業向け）の要件であり、国・地方の補助金の加点要素にもなっている。

⚫ PS会議では、関係省庁・経済界が一堂に会し、経産省からパートナーシップ宣言企業の取引先（下請企業）に対する調
査結果を報告し、今後の課題や対応の方向性を示すとともに、宣言の拡大や取引適正化に向けた経済界や各省庁の姿勢を
確認。

【共同議長】経済産業大臣、内閣府特命担当大臣（経済財政政策）
【構成員】厚労大臣、農水大臣、国交大臣、内閣官房副長官（政務）、経団連会長、日商会頭、連合会長

※第５回は、臨時議員として全国知事会・村井会長（宮城県知事）及び矢田補佐官が出席。

２．未来を拓くパートナーシップ構築推進会議（PS会議）

✓ 第1回は2020年5月、第2回は2020年11月、第3回は2022年2月、第４回は2022年10月11日、第5回は2023年12月21日に開催。

（１）サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携（オープンイノベーション、IT実装、グリーン化等）
（２）下請企業との望ましい取引慣行（「振興基準」）の遵守、特に、取引適正化の重点5課題（※）への取組

※①価格決定方法の適正化、②型取引の適正化、③支払条件の改善、④知的財産・ノウハウの保護、
⑤働き方改革に伴うしわ寄せ防止

１．宣言の骨子
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パートナーシップ構築宣言の宣言数
⚫ 2025年1月17日時点で58,635社が宣言（うち、資本金3億円超の大企業は2,684社）
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

導入支援イメージ

中小企業省力化投資補助事業

3,000億円 （中小企業等事業再構築促進基金を活用） 中小企業庁 経営支援部 イノベーションチーム

事業目的

中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするために、人手不
足に悩む中小企業等に対して、省力化投資を支援する。
これにより、中小企業等の付加価値額や生産性向上を図り、賃上
げにつなげることを目的とする。

事業概要

（１）カタログ注文型
清掃ロボット、自動券売機、スチームコンベクションオーブン、無人搬
送車等の人手不足解消に効果がある汎用製品を「カタログ」に掲載
し、中小企業等が選択して導入できるようにすることで、簡易で即効
性がある省力化投資を促進する。

（２）一般型
業務プロセスの自動化・高度化やロボット生産プロセスの改善、デジ
タルトランスフォーメーション(DX)等、中小企業等の個別の現場の設
備や事業内容等に合わせた設備導入・システム構築等の多様な省
力化投資を促進する。

補助

（1/2）独立行政法人
中小企業基盤整備機構

中小
企業等国

補助

（基金）

※これまで実施してきた中小企業等事業再構築促進事業のスキーム

枠・類型 補助上限額 ※カッコ内は大幅賃上げを行う場合 補助率

カタログ
注文型

5人以下 200万円（300万円）
6~20人 500万円（750万円）
21人以上    1000万円（1500万円）

1/2

一般型 5人以下         750万円（1,000万円）
6～20人 1,500万円（2,000万円）
21～50人    3,000万円（4,000万円）
51～100人  5,000万円（6,500万円）
101人以上  8,000万円（1億円）

1/2、小規模・再生 2/3

※補助金額1,500万円まで
は1/2もしくは2/3、1,500万
円を超える部分は1/3
※最低賃金引上げ特例：
補助率を2/3に引上げ（小

規模・再生事業者は除く。）

カタログ注文型 一般型

・自動券売機 ・無人搬送車 ・カスタマイズ機器 ・ソフト＋ハード
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）
事業目的

中小企業は、物価高や賃上げ・最低賃金引上げ、人手不足、制度対応等の事業環境変化に対応し、

それらの”稼ぐ力”を強化する必要がある。こうした”稼ぐ力”を伸ばすためには、成長志向の中小企業によ

る飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向上を促すことが重要であり、それらの成長投資や

革新的な製品・サービスの開発、販路開拓、海外展開、Ｍ＆Ａ、人材育成等をハード・ソフトの両面で

支援する。

成果目標

各事業を通じて事業者の成長や生産性向上を促し、事業終了後の生産性、
給与支給額等の向上を目指す。

事業概要

成長志向の中小企業による飛躍的成長や中小企業・小規模事業者の生産性向上を実現するため、

以下の事業を実施する。

（１）中小企業成長加速化支援事業（中小企業成長加速化補助金）

売上高100億円を目指す成長志向型の中小企業の潜在的な投資を最大限引き出すため、大胆な設

備投資を支援する。また、新事業・新分野進出、M&A等の中小企業が抱える高度な課題を解決する

ための官民一体での支援体制の構築や海外展開支援、人材育成・人材確保への支援、これらの支援

に必要な基盤整備等を実施する。

（２）ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金）

中小企業等が行う、革新的な製品・サービスの開発に必要な設備投資等を支援する。

（３）サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入補助金） 

中小企業等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸの推進、サイバーセキュリティ対策

、インボイス制度への対応等に向けたITツー ルの導入を支援する。 

（４）小規模事業者持続的発展支援事業（持続化補助金）

小規模事業者等が自ら経営計画を作成して取り組む販路開拓等の取組を支援する。 

（５）事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業（事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）

事業承継・Ｍ＆Ａに際し、設備投資等や、Ｍ＆Ａ・ＰＭＩの専門家活用費用等を支援する。 

（６）先進事例・支援策の周知広報や相談対応・ハンズオン支援

制度対応にかかる相談支援やハンズオン支援を実施するとともに、国内外の事業拡大等にかかる専門

家派遣等を支援する。

(独)中小企業
基盤整備機構

民間
団体等

国

交付金

（１）～（５）

中小企業生産性革命推進事業
令和６年度補正予算案額3,400億円

中小企業庁

（１）イノベーションチーム、企画課、総務課、経営支援課、財務課、海外展開支援室

（２）（３）イノベーションチーム（４）小規模企業振興課 （５）財務課

補助

（定額）

補助

（1/2等） 中小
企業等

（６）中小企業の飛躍的成長に向けたソフト面の支援

(独)中小企業
基盤整備機構国

交付金
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３０年ぶりの高い水準の賃上げ率を一過性のものとせず、構造的・持続的な賃上げを実現することを目指す。

21

賃上げ促進税制の拡充及び延長（所得税・法人税・法人住民税・事業税）

※１ 「資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上」又は「従業員数2,000人超」のいずれかに当てはまる企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出を行うことが適用の条
件。それ以外の企業は不要。

※２ 従業員数2,000人以下の企業（その法人及びその法人との間にその法人による支配関係がある法人の従業員数の合計が１万人を超えるものを除く。）が適用可能。
ただし、資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業は、マルチステークホルダー方針の公表及びその旨の届出が必要。

※３ 中小企業者等（資本金１億円以下の法人、農業協同組合等）又は従業員数1,000人以下の個人事業主が適用可能。
※４ 継続雇用者とは、適用事業年度及び前事業年度の全月分の給与等の支給を受けた国内雇用者（雇用保険の一般被保険者に限る）。
※５ 全雇用者とは、雇用保険の一般被保険者に限られない全ての国内雇用者。
※６ 税額控除額の計算は、全雇用者の前事業年度から適用事業年度の給与等支給増加額に税額控除率を乗じて計算。ただし、控除上限額は法人税額等の20％。
※７ 教育訓練費の上乗せ要件は、適用事業年度の教育訓練費の額が適用事業年度の全雇用者に対する給与等支給額の0.05％以上である場合に限り、適用可能。
※８ 繰越税額控除をする事業年度において、全雇用者の給与等支給額が前年度より増加している場合に限り、適用可能。

令和6年度税制改正

全
企
業

中
小
企
業

中
堅
企
業

継続雇用者※４

給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

※６

教育
  訓練費※７

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％

＋10％
５％

上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

プラチナえるぼし

５％
上乗せ

35％
＋４％ 15％

＋５％ 20％

＋７％ 25％
※１

※２

※３

継続雇用者
給与等支給額

（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 10％
＋10％

５％
上乗せ

プラチナくるみん
ｏｒ

えるぼし三段階目以上

５％
上乗せ

35％
＋４％ 25％

継続雇用者
給与等支給額

（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

最大
控除率

＋３％ 15％

＋20％
５％

上乗せ
30％

＋４％ 25％

ー ー

ー ー

全雇用者※５

給与等支給額
（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

両立支援
・

女性活躍

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋５％

10％
上乗せ

くるみん
ｏｒ

えるぼし二段階目以上

５％
上乗せ

45％
＋2.5％ 30％

全雇用者
給与等支給額

（前年度比）

税額
控除率

教育
訓練費

（前年度比）

税額
控除率

最大
控除率

＋1.5％ 15％
＋10％

10％
上乗せ

40％
＋2.5％ 30％

改正後 【措置期間：３年間】 改正前 【措置期間：２年間】

中小企業は、賃上げを実施した年度に控除しきれなかった金額の５年間の繰越しが可能※８。
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よろず支援拠点について

⚫ 平成26年に、中小企業・小規模事業者等が、 「無料」で「何度でも相談が可能」な 「よろず支援拠点」を全国の都道

府県に１箇所ずつ設置。

⚫ 当時、中小企業・小規模事業者には「自社の課題が明確化されておらず、質問をしたいが、誰に質問して良いか分からな

い」、また、支援機関には「多様な支援機関が課題毎に存在しており、機能を有機的に結びつける機関が不在」との課題

が存在。

⚫ このため、よろず支援拠点は、（１）ワンストップ機能、（２）コーディネート機能、（３）高度な経営アドバイス機能

の３機能を担うこととした。

よろず支援拠点の3機能

（１）ワンストップ機能

「どこに相談したらよいか分からない」といった中小企業・小規模事業者等に対して、よろず支援拠点の専門家が課題を整

理したうえで、的確な支援機関（地域の士業やITコーディネーター、弁理士等）等を紹介するとともに、国等の支援施策の

活用促進や制度改善に関する要望を汲み取る、ワンストップ窓口機能を提供する。

（２）コーディネート機能

個々の支援機関では対応できない課題について、商工会・商工会議所、金融機関等の地域の支援機関等をつなぐハブとして、

総合的な課題解決に取り組む。

（３）高度な経営アドバイス機能

中小企業診断士やITコーディネータ―をはじめとする様々な分野の専門家が、幅広い視野から、企業経営者が抱える課題

の本質を見抜き、気付きを与えるとともに、市場動向やメディア戦略など企業経営の中身まで一歩踏み込んだ支援を行う。 23



※ 相談内容・・・相談対応件数ベース。
※ 従業員数、業種・・・名寄せ後の事業者数ベース。

サービス業

34.4%

製造業

15.1%

宿泊業・ 飲

食業

12.3%

小売業

11.7%

建設業

7.1%

農業・漁業・林業

3.7%

その他

15.7%

よろず支援拠点の現状

⚫ 平成26年度に事業を開始し、令和6年度で創設から10年が経過。知名度の向上により、年々相談件数は増加。令和5年度

は40万件強の相談対応を行った。

⚫ 売上拡大、経営改善、創業、事業承継等の様々な経営課題に対応。

⚫ 小規模事業者を中心に、様々な業種の事業者からの相談に対応。

相談内容

従業員数 業種
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売上拡大

74.1%

経営改善・事業再生

12.7%

創業

11.1%

その他

2.0%

5人以下

57.3%創業前

19.5%

～20人

13.5%

その他

9.7%

相談対応件数（課題（中）の延べ件数）の推移
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（参考）相談実績件数（相談回数の延べ件数）の推移
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